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は じ め に

　本書は、主として「公共施設等総合管理計画」の策定を担当する自
治体の企画・財政・管財・行革担当に向けて論点整理と実践方法を解
説しています。この担当以外にも、地方議会議員や自治体から作成受
託をしている、あるいは、それを意図しているコンサルタント（の担
当者）も含めるとともに、公共施設の指定管理者として実際に管理運
営している事業者も対象としています。
　それは、公共施設マネジメントが、施設というハードウェアに関し
て単に計画を策定して、総面積の圧縮を図るだけでなく、経費削減、
施設からの収益確保、公有資産の売却や貸付による歳入確保等の手法
も含まれるからで、行政政策の主要なメニューとして公会計改革への
視点も重要となるからです。

　一般的な概要解説、学術的な分析、先進事例の紹介などは、既存の
出版企画でも扱われています。本書はそこからさらに踏み込み、自治
体の担当者が、論点を正確につかむとともに、もっとも大事な「実
践」をどのようにすすめるのかという「戦術」的な紹介をすることに
重点をおいています。

　公共施設等総合管理計画は、施設総面積の圧縮が基本となります
が、経費削減と受益者負担額の見直しや、民間の発想による収益事業
の展開など、公共施設を公民連携の手法で最大限に活用する発想がな
ければ、単なる机上のプランに終わってしまう可能性があります。
　より、具体的かつ現実的に、計画を進めていくには、公共施設のあ
り方を厳しく問いかけながら財源を確保する姿勢が必要となります。

　本書がそのための一助になれば幸いです。
　2016年９月　　南　　学
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即効的な財源確保となる包括保守
点検管理というイノベーション2

論 点　　　　　　真剣に公共施設マネジメントに取り組む姿勢があるな
らば、もっとも合理的で、半年から１年の準備で実施でき、財源を
確保し、縦割り意識を変える契機になる手法が、数十の施設におけ
る点検業務の包括委託である。一人の公務員の課題意識から生まれ
たこの手法は、現在では多くの自治体の注目を集め始めており、数
年後には「定番」のメニューになろうとしている。施設の安全管理
と業務効率化、経費削減を実現できる、この手法のたった一つの壁
は、従来型の「縦割り発想」のみである。

◉約200件の法定点検業務契約を一本化し経費を２割削減
　公共施設マネジメントは、白書作成や再配置計画の作成が注目され
て、施設数や施設総面積の圧縮が課題とされている。しかし、そもそ
も、老朽化した施設の更新財源が確保できているのであれば、このよ
うなマネジメントに取り組む必要性は、それほど注目される課題では
ない。もちろん、財源が確保されていたとしても、人口減少傾向のな
かでは、合理的・効果的な公共施設配置は大きな課題であるが、現在
のように緊急課題として認識されてきた主たる要因は財源不足にあ
る。
　財源不足がマネジメントを進める主要因であれば、それを解決する
主要なメニューは、施設総面積の圧縮となり、そのために施設の半数
を占める学校施設に公共施設機能を組み込むことになる。しかし、財
源確保が目的なので、既存施設の管理運営費の削減、施設使用料収入
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の増加策、遊休資産の売却など、さまざまな方策を組み合わせること
もメニューに加える必要がある。公共施設マネジメントと聞くと、
ハードウェアとしての施設の再編成をイメージすることが多いが、財
源確保も含めた自治体経営全般の課題に留意することも重要である。
したがって、従来型マネジメントを再検討する多様なイノベーション
が誕生する可能性があることにも注目する必要がある。
　さまざまな施設の管理運営に関して、個別施設の点検、維持管理な
どの経費は「経常経費」として、前年対比で５％、10％というよう
に、一定の割合を強制的に削減されているのが近年の一般的財政運営
の傾向である。たとえ10％削減でも、６年続ければほぼ半減してしま
うことになる。財政状況が厳しくなった平成３年以降の「失われた20
年」の間にこのような削減手法が繰り返されてきた。したがって、こ
れ以上削減の余地はない、むしろ保守点検、特に安全確保に「手抜
き」が生じているのではないか、と心配しているのが各施設の現場に
おける管理担当者の思いではないだろうか。
　このように「限界に達した」経常経費の削減を、さらに大幅に実現
した事例がある。それは、香川県まんのう町における町内65施設の保
守点検業務契約を一本化したことによる削減効果である。契約の一本
化によって、総経費の２割の削減が実現したのである。この２割の経
費削減は、前年までの契約金額総額の２割であって、これらの業務の
契約に要する職員や業者の契約に関する事務コストについて人件費を
含むフルコストで計算すれば、さらに大きな経費圧縮になったことは
確実である。
　自治体においては縦割りの行政組織ごとに所管されている施設に対
して、維持管理経費が予算として配分されているので、同種の契約業
務が個別に入札され契約締結されている。これを一本化することに
よって、相当の経費削減に結びつくと同時に、後述のように、その契
約方式によって、公民連携による的確なリスク（責任）分担も実現し

たのである。
　他の自治体にも、応用可能性が広がる、この画期的なまんのう町の
取り組みを紹介することとする。

◉技術職がいない町役場での対応
　香川県まんのう町は、人口１万9‚355人 （住民基本台帳人口：平成
28年５月１日現在）の小規模自治体であり、職員数は230名ほどであ
り、小規模自治体に共通した状況として、技術職員が存在していない
状況がある。これは、建築、土木等の技術系職員を採用しても、事業
計画や設計施工管理などの業務の件数や規模が小さく、正規の職員と
して雇用しても、フルタイムで業務を行うような業務量が確保できな
いことによる。
　それでも、自治体の業務は、特に施設管理に関しては、同じような
仕様、契約形態なので、一般的な事業内容であれば、近隣の自治体の
契約関連資料を参考にすることによって、何とか最低限の役務、業務
委託を行うことができているのが現状である。
　まんのう町では、他の自治体に先駆けて町内全公共施設の保守点
検、維持管理業務を包括委託によって、業務の合理化を図ることに
なった。これは先行事例がないために、一人の職員の熱意から始まっ
たという経緯があった。
　まんのう町職員であった天米（あまめ）氏は、平成18年３月、仲多
度郡の琴南町、仲南町、満濃町が合併して「まんのう町」となった当
日に、当時の上司から香川大学大学院地域マネジメント研究科（MBA
コース）への派遣を命じられた。この機会に、天米氏は、大学院で経
営学を学びながら、町役場での事務事業評価、行政改革に関して、学
んだ理論で専門的に検証を行った。MBA（経営学修士）で、実践的
な経営を学ぶことによって、行政機関の縦割り構造による事業実施、
施設建設・管理運営の基本的な問題点を客観的に分析することができ
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た。組織ミッション（住民サービス）に対して、数多くの類似業務が
行われていることが分り、特に、施設や管理運営の統合の方向を模索

することとなった。
　その結果、中学校の改築に伴い、役所の論理ではなく、住民目線で
の施設の最大限の活用を考え、学校に必要な図書館と体育館を公共施
設として学校と合築し、一体管理運営を目指す方針で、その事業を軸
に、町内全施設の保守点検業務も一本化してPFI手法を採用すること
を企画した。
　天米氏は、PFI手法が生み出されたイギリスの文献を直接翻訳しな
がら、事業手法としての応用を考え、発注方式も従来の「仕様書発
注」から「性能発注」に変える可能性も検討した。
　しかし、「性能発注」を学校、図書館、体育館を一体的に建設する
PFIに、いきなり導入するのには十分な知識や経験が必要になるの
で、町内の公共施設の管理運営で、施設機器の保守点検業務が、類似
の業務であることに注目し、この性能発注方式を町内の全施設に適用
するという企画にいたったのである（図表３－２参照）。

◉性能発注を可能にした「対話方式」
　通常の自治体における業務委託の発注は、自治体側が詳細な仕様を
示し、その仕様書によって入札することがほとんどである。この方式
だと、仕様書に記載された業務を行うことは当然である。一方で、仕
様書での業務内容に過不足があっても、受注業者は仕様書以上の業務
を実施することはない。天米氏は、実現しなければならないのは、当
該施設を安全で効果的、効率的に管理運営することなので、この目的
を「性能」として発注し、詳細な内容は専門事業者からの提案を受け
る方式として実施しようと考え、実践したのである。
　ビルメンテナンスに関係する業者に呼びかけ、性能発注による町内
の全公共施設の施設保守点検業務を一括発注することを打診した。そ
の結果、２社が応じて、これまでの保守点検業務の過不足を調査し、
仕様書と価格を提示した。従来のように、施設別に必要な個別点検業

図表３−２：維持管理業務の一部の実施対象となる公の施設（施設一覧）

出所：「まんのう町立満濃中学校改築・町立体育館等複合施設整備事業」における法定保
守点検業務（対象施設・対象業務）一覧より（一部抜粋）

施設名称 住所

対象業務

施
設
警
備

防
火
設
備
保
守
点
検

電
気
保
安

空
気
調
和
設
備
保
守
点
検

自
動
ド
ア
保
守
点
検

昇
降
機
保
守
点
検

防
虫
駆
除

清
掃

環
境
衛
生

浄
化
槽
保
守
点
検

設
備
巡
回
点
検

中
央
監
視
装
置
点
検

直
流
電
源
装
置
点
検

舞
台
設
備
点
検

非
常
用
発
電
機
設
備
点
検

１ 本庁舎 吉 野 下
430 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

２ 仲南支所 生　　間
415-1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

３ 琴南支所 造　　田
1974-1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

４ 美合出張所 川　　東
1494-1 ○ ○

５ 仲南老人福祉センター 生　　間
415-5 ○ ○

６ 造田診療所 造　　田
1982-1 ○ ○ ○

７ 美合診療所 川　　東
1493 ○ ○

８ 造田歯科診療所 造　　田
1974-1 ○ ○

９ 美合歯科診療所 川　　東
1494-1 ○

10 火葬場 吉　　野
4204-6 ○ ○ ○ ○ ○

11 リサイクルステーション 長　　尾
1156-1 ○ ○

12 水道事務所 吉　　野
4300-11 ○ ○ ○

13 琴南中学校 中　　通
838 ○ ○ ○

15 琴南小学校 造　　田
1984-1 ○ ○ ○

16 長炭小学校 炭 所 西
1431-2 ○ ○ ○


